
 

 

東東東東    京京京京    歯歯歯歯    科科科科    大大大大    学学学学    同同同同    窓窓窓窓    会会会会    会会会会    則則則則    

（平成（平成（平成（平成 22227777 年年年年 11111111 月月月月 28282828 日改正・平成日改正・平成日改正・平成日改正・平成 28282828 年年年年 1111 月月月月 1111 日施行）日施行）日施行）日施行）    

    

    

東京歯科大学同窓会会則施行細則東京歯科大学同窓会会則施行細則東京歯科大学同窓会会則施行細則東京歯科大学同窓会会則施行細則    

（平成（平成（平成（平成 22228888 年年年年 11111111 月月月月 20202020 日改正・平成日改正・平成日改正・平成日改正・平成 29292929 年年年年 1111 月月月月 1111 日施行）日施行）日施行）日施行）    

    

東京歯科大学同窓会選挙規則東京歯科大学同窓会選挙規則東京歯科大学同窓会選挙規則東京歯科大学同窓会選挙規則    

（（（（平成平成平成平成 27272727 年年年年 11111111 月月月月 28282828 日改正日改正日改正日改正・・・・平成平成平成平成 28282828 年年年年 1111 月月月月 1111 日施行）日施行）日施行）日施行）    
    

東京歯科大学同窓会共済規程東京歯科大学同窓会共済規程東京歯科大学同窓会共済規程東京歯科大学同窓会共済規程    

（平成（平成（平成（平成 28282828 年年年年 11111111 月月月月 20202020 日改正・平成日改正・平成日改正・平成日改正・平成 29292929 年年年年 1111 月月月月 1111 日施行）日施行）日施行）日施行）    

    

高山・血脇記念同窓会基金規程高山・血脇記念同窓会基金規程高山・血脇記念同窓会基金規程高山・血脇記念同窓会基金規程    

（（（（平成平成平成平成 25252525 年年年年 11111111 月月月月 17171717 日制定日制定日制定日制定・・・・平成平成平成平成 26262626 年年年年 1111 月月月月 1111 日施行日施行日施行日施行））））    

    

東京歯科大学同窓会東京歯科大学同窓会東京歯科大学同窓会東京歯科大学同窓会    旅費規程旅費規程旅費規程旅費規程    

（平成（平成（平成（平成 22228888 年年年年 5555 月月月月 21212121 日改正日改正日改正日改正・平成・平成・平成・平成 28282828 年年年年 5555 月月月月 21212121 日施行日施行日施行日施行））））    

    

    

                学術講演会講師交通費の支出要請について（覚書）学術講演会講師交通費の支出要請について（覚書）学術講演会講師交通費の支出要請について（覚書）学術講演会講師交通費の支出要請について（覚書）    

    

    

    

平成平成平成平成 29292929 年年年年 1111 月月月月 1111 日日日日    

東京歯科大学同窓会東京歯科大学同窓会東京歯科大学同窓会東京歯科大学同窓会    
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東京歯科大学同窓会会則東京歯科大学同窓会会則東京歯科大学同窓会会則東京歯科大学同窓会会則    

平成２７年１１月２８日改正 平成２８年１月１日施行 

第１章第１章第１章第１章        総総総総            則則則則    

（名   称） 

第１条 本会は，東京歯科大学同窓会という。 

（事 務 所） 

第２条 本会は，事務所を東京都千代田区三崎町２丁目９番１８号東京歯科大学内に置く。 

（目   的） 

第３条 本会は，会員相互の親睦並びに福祉の増進を図るとともに，母校の発展に寄与することをもっ

て目的とする。 

（事   業） 

第４条 本会は，第３条の目的を達成するために，次の事業を行う。 

一 母校の伝統精神の高揚並びに発展に関すること。 

二 会員相互の親睦に関すること。 

三 会員の福祉に関すること。 

四 歯科医学および歯科医業の向上に関すること。 

五 会員の表彰に関すること。 

六 会報その他の印刷物の発行に関すること。 

七 母校および支部の事業に協力すること。 

八 その他本会の目的達成に必要なこと。 

 

第２章第２章第２章第２章    会会会会            員員員員    

（会   員） 

第５条 本会の会員は，正会員，特別会員とする。 

 一 正会員は，高山歯科医学院，東京歯科医学院，東京歯科医学校，東京歯科医学専門学校，および

東京歯科大学の卒業者，東京歯科医学校附設機関の出身者，並びに東京歯科大学大学院歯学研究科の修

了者，または，支部長の推薦により理事会において承認した者とする。前段の正会員は終身会員とし，

後段の正会員の推薦並びに承認基準は別に定める。 

 二 正会員のうち本学卒業後５年までの期間は，新進会員とする。 

三 特別会員は，母校法人の役員，または，役員であった者および母校を退職した教授であって理事

会において推薦された者とする。 

２ 本会の正会員であって，毎年１２月３１日現在において卒後５０年を経過，または８０歳に達し，

かつ，会員としての義務を果たしている者については，所属支部長よりの報告に基づき，理事会の議を

経て，その長寿をたたえ，高齢会員とする 

（入  会) 

第６条 本会に入会する者は，本籍地，現住所，氏名，性，生年月日，卒業校および卒業年月日，診療

所所在地または勤務先を別記様式により所属する支部を通じて届け出なければならない。ただし、本学

卒業者は卒業時に一括入会とし，入会後，新進会員である期間は原則として本会にのみ所属する。なお，

勤務地のない者は、現住所の支部に所属する。 
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２ 前項の届け出事項に変更を生じた場合は，遅滞なく支部を経由または直接本会に届け出るものとす

る。 

（所  属) 

第７条 本会の会員は，その住居地または業務従事場所の何れかの支部に所属する。ただし，新進会員

または特別の事情のある者は本会に直属することができる。特別の事情については，理事会の議を経て

別に定める。 

（義  務) 

第８条 本会の会員は，次の義務を負う。 

 一 会則，規則その他会の決定を遵守すること。 

 二 正会員は，本会所定の入会金，会費，共済負担金およびその他の負担金を原則として支部を通じ

て納入するものとする。ただし，原則として新進会員においては本会所定の会費，負担金を本会に直接

納入する。また，高齢会員となった者は次年度より会費の負担を免除する。 

三 特別会員は，入会金，会費およびその他の負担金を免除する。 

２ 長期に亘る病気その他特別の事情のある者については，支部長よりの申請に基づき，理事会の議を

経て，会費，共済負担金およびその他の負担金の免除，または，納入の延期をすることができる。 

（会費等の決定） 

第９条 入会金，会費，共済負担金およびその他の負担金の額の決定は評議員会の議決による。 

（退   会） 

第１０条 推薦によって正会員となった者および特別会員が退会を希望する場合は，支部長を通じ，ま

たは，直接本会に届け出て承認を求めるものとする。 

２ 第７条ただし書に該当する者は，直接本会に届け出て承認を求めるものとする。 

３ 退会を承認された者の既納の入会金，会費，共済負担金およびその他の負担金等は返還しない。 

（処   分） 

第１１条 会員であって，会則，議決等に違背し，または，本会の名誉並びに体面を汚し，あるいは，

綱紀を乱した者は，評議員会の議決を経て戒告，または，期間を定めて会員としての資格を停止する

ことができる。 

（準会員） 

第１２条 準会員は本会の目的達成および事業を推進するためのもので，会員の資格とは異なり別に定

める。 

２ 準会員は以下の者とする。 

（１）本学在学中の学生。（準会員Ａ） 

（２）他大学を卒業した本学大学院生，他大学を卒業した本学三病院臨床研修歯科医等。（準会員

Ｂ） 

 

第３章第３章第３章第３章        役役役役            員員員員    

（役   員） 

第１３条 本会に，次の役員を置く。 

     会 長  １名   

     副会長  ５名以内 

     専務理事 １名 
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理 事２８名以内（会長，副会長，専務理事を含む） 

     監 事  ３名 

２ 理事のうち１１名は，第３５条第１項に規定する地域を代表する者とし，原則として地域支部連合

会会長があたる。 

３ 理事は，互選により専務理事１名，常任理事１０名以内を定める。ただし，常任理事の中に会長，

副会長，専務理事は含めない。 

４ 監事は，互選により常任監事１名を定める。 

（役員の選任） 

第１４条 会長，監事は評議員会において会員の中から別に定める選挙規則に従い選出する。副会長，

理事については評議員会の承認を得て会長の指名により会員から選任する。ただし，第１３条第２項

に規定する理事は原則として当該地域支部連合会会長とする。 

（役員の任期） 

第１５条 役員の任期は２年とし，会計年度の始期より起算する。 

２ 役員は，再任されることができる。 

３ 役員は，任期満了の後でも後任の役員が選任されるまでは，なお，その職務を行う。 

（役員の補充) 

第１６条 理事，監事それぞれの定数の１／３をこえるものが欠けたときは，補充しなければならない。 

２ 役員が欠けたときは，補充することができる。 

３ 補充された役員の任期は，前任者の残任期間とする。 

（理事の任務） 

第１７条 会長は，本会を代表し，会務を統理する。 

２ 副会長は，会長を補佐し，会長が事故あるとき，または，会長が欠けたときは，会長が予め定めた

順次により，その１人が会長の職務を代理し，または，会長の職務を代行する。 

３ 専務理事は，会長，副会長を補佐し，会長および副会長がともに事故あるときは，会長の職務を代

理し，または，会長の職務を代行する。 

４ 理事は，会務を分掌する。会長，副会長，専務理事ともに事故あるとき，または，会長，副会長，

専務理事が欠けたときは，理事会において予め定められた順次により，その１人が会長の職務を代理

し，または，会長の職務を代行する。 

（監事の職務） 

第１８条 監事は，本会の会務の執行状況および財産の状況を監査する。 

 

第４章第４章第４章第４章        評評評評    議議議議    員員員員    

（評 議 員） 

第１９条 本会の重要事項を審議するため，評議員を置く。 

（評議員の選任） 

第２０条 評議員は，次の各号に掲げる者とする。 

第３５条第１項に規定する各地域支部連合会と大学支部に１名，さらに会員が１００名を超えるご

とに１名を追加することを基本とする。 

２ 評議員が第２４条第３項の参与になった場合は，当該地域支部連合会より新たに評議員を補充する。 

３ 評議員が評議員会を欠席するときは，委任状を会長に提出し，評議員会の承認を経て，代理の者を
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出席させることができる。 

（評議員の任期） 

第２１条 評議員の任期は，第１５条の規定を準用する。 

 

第５章第５章第５章第５章        名誉会長，名誉会員，顧問，嘱託，参与および委員名誉会長，名誉会員，顧問，嘱託，参与および委員名誉会長，名誉会員，顧問，嘱託，参与および委員名誉会長，名誉会員，顧問，嘱託，参与および委員    

（名誉会長） 

第２２条 本会に名誉会長を置くことができる。 

２ 名誉会長は，本会の会長として原則３期以上に亘りその職責を果たし，功績とくに顕著と認められ

る者につき，評議員会の議決を経て推戴する。名誉会長は，本会における最高の栄誉の敬称とし，会

費並びに共済負担金およびその他の負担金を免除する。 

（名誉会員） 

第２３条 本会に名誉会員を置くことができる。 

２ 会長は，会務その他につき，とくに功労顕著な者を評議員会の議決を経て名誉会員に推薦し，名誉

会員章を贈り，会費並びに共済負担金およびその他の負担金を免除する。 

（顧問，嘱託および参与） 

第２４条 会長は，会務につき協力を得るため，顧問，嘱託および参与を委嘱することができる。 

２ 顧問および嘱託の任期は，委嘱した会長の任期に準ずるものとする。 

３ 日本歯科医師会役員，日本歯科医師会代議員および都道府県歯科医師会会長は，その職にある期間

本会参与とすることができる。 

（委   員） 

第２５条 会長は，本会の必要に応じ委員を委嘱し委員会を設置することができる。 

２ 委員の任期は，第２４条第２項に準ずる。 

 

第６章第６章第６章第６章        表表表表            彰彰彰彰    

（表   彰) 

第２６条 本会は，本会の発展のため，または，歯科医事衛生その他社会福祉のため貢献した者につい

て，理事会の議を経て，評議員会に報告し，表彰を行うことができる。 

（表彰の方法） 

第２７条 表彰の方法は，表彰状の授与若しくは記念品の贈呈等とする。 

    

第７章第７章第７章第７章        支部および地域支部連合会支部および地域支部連合会支部および地域支部連合会支部および地域支部連合会    

（支   部） 

第２８条 本会は，原則として北海道各地区，東京都各地区および府県に支部を置く。 

２ 母校に大学支部を置く。 

３ 支部の統廃合等については，当該支部の所属する地域支部連合会にて協議の上，本会理事会の議を

経て，評議員会において決定する。 

（支部役員） 

第２９条 支部に次の役員を置く。 

     支部長  １名 

     幹 事  若干名（支部長は幹事とする） 
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     その他支部において必要と認められた者。 

（支部役員の選任） 

第３０条 支部役員は，支部総会で支部会員の中から選任する。 

（支部長の任務） 

第３１条 支部長は，支部会員を掌握し，その融和と親睦を図り，支部を代表して次の任務を行う。 

一 支部長は，支部長会およびその他重要な会に出席し，支部の意見を反映せしめるとともに，それ

ら会議の決定事項を会員に周知徹底せしめなければならない。 

二 支部長は，本会との連絡を密にし，本会会費，共済負担金およびその他の負担金を支部会員より

徴収し，納入しなければならない。 

（本会に対する要望事項） 

第３２条 支部長は，支部会員の本会に対する要望事項その他本会運営の参考となるべき事項を遅滞な

く会長に報告するものとする。 

（支部の経費および業務） 

第３３条 支部の経費は，支部で負担するものとする。 

２ 支部は，支部固有の業務のほか，本会の委任事務および事業に協力するものとする。 

（支部規則） 

第３４条 支部規則は，支部においてこれを定め，本会に報告するものとする。 

（地域支部連合会） 

第３５条 本会は，別表１の地域別に地域支部連合会を置く。 

２ 地域支部連合会は，当該地域内の支部の連繋を密にして，本会の発展に関する協力機関とする。 

（連合会役員の選任） 

第３６条 地域支部連合会役員は，地域支部連合会において選任する。 

（連合会総会） 

第３７条 地域支部連合会総会は，原則として毎年１回開催する。 

    

第８章第８章第８章第８章        会会会会            議議議議    

（会   議)    

第３８条 本会の会議は，評議員会，都道府県代表者会，支部長会，学年代表者会，理事会，常任理事

会，委員会，特別委員会およびその他各種会議とする。 

（評議員会） 

第３９条 評議員会は，毎年１１月に会長が招集する。 

２ 会長が必要と認めたときは，その都度評議員会を招集する。 

３ 評議員の過半数または，支部長の過半数からの申し出があった場合，会長は評議員会を招集しなけ

ればならない。 

４ 会員は評議員会の傍聴ができるものとする。ただし，事前の届出を必要とし，発言は認めない。 

（評議員会の議長） 

第４０条 評議員会の議長，副議長は，その都度出席した評議員の中から選出する。 

（評議員会の議事） 

第４１条 次の事柄は，評議員会の議決または承認を要する。 

一 会則の変更 
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二 会長，監事の選出 

三 名誉会長の推戴 

四 名誉会員の推薦 

五 予算，決算並びに資産の状況 

六 入会金，会費，共済負担金およびその他の負担金の決定 

七 支部の統廃合等 

八 その他の必要な事柄 

（都道府県代表者会） 

第４２条 都道府県代表者会は，必要に応じ会長が招集し，会務を協議する。 

２ 都道府県代表者は，原則として支部長がなるものとする。 

（支部長会） 

第４３条 支部長会は，必要に応じ地域支部連合会会長が招集し，会務を協議する。 

２ 支部長会の議長は，地域支部連合会会長とする。 

（学年代表者会） 

第４４条 学年代表者会は，必要に応じ会長が招集し，会務を協議する。 

（理事会） 

第４５条 会長は，必要ある場合は，随時理事会を招集し，その議長となる。 

２ 理事の過半数または監事から理事会の開催の要求があった場合には，会長は速やかに理事会を招集

しなければならない。 

３ 理事会は，理事をもって構成する。監事は，随時出席し，意見を述べることができる。 

（理事会の任務） 

第４６条 次の事柄は，理事会の議決を要する。 

一 評議員会の招集およびこれに付議する事柄 

二 その他必要と認められる事柄 

（常任理事会） 

第４７条 会長は，必要ある場合は，随時常任理事会を招集し，その議長となる。 

２ 常任理事会は，会長，副会長，専務理事および常任理事をもって構成し，常務を処理する。常任監

事は，随時出席し，意見を述べることができる。 

（会議の議決または承認） 

第４８条 評議員会，支部長会，理事会および常任理事会の議事は，議決，または，承認時の出席者の

過半数で決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 

２ 前項の場合において議長，副議長は，その会議の構成員として議決に加わることができない。 

（議 事 録） 

第４９条 議長は，各会議についてその開催の場所および日時並びにその他の事項について，その都度

議事録を作成し，事務所に保管しなければならない。 

２ 前項の議事録のうち評議員会については，出席者のうち２名の議事録署名人を議長が指名し，署名，

捺印せしめるものとする。 

（会議の招集） 

第５０条 会議の招集は，会議の７日前までに発信しなければならない。ただし，緊急を要する場合は

この限りではない。 
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（委 員 会） 

第５１条 会長は，必要があると認めたときは，委員会および特別委員会を設置することができる。 

２ 委員会および特別委員会は，委員をもって組織し，会長が委嘱する。 

３ 委員会および特別委員会の構成および任務その他必要な事項は，その都度別に定める。 

 

第９章  会計および資産 

（資   産） 

第５２条 本会の資産は，財産目録記載のとおりとする。 

（経   費) 

第５３条 本会の経費は，会費，負担金，寄付金およびその他の収入をもって支弁する。 

２ 会費および共済負担金の納入期日は，その年度の４月末日までとする。 

（基   金） 

第５４条 本会に高山・血脇記念同窓会基金および共済基金を置く。 

２ 高山・血脇記念同窓会基金は，入会金，本会経常部会計より毎年定額の繰入，寄付をもってこれに

あてる。 

３ 共済基金は，共済負担金その他をもってこれにあてる。 

４ 各基金は，特別会計とする。 

５ 第２項に規定する基金は，確実な有価証券を購入し，または，信託銀行に信託し，または，銀行に

定期預金とし，若しくは定額郵便貯金とし，会長が保管する。 

６ 前項の基金のとり崩しは，評議員会の承認を得なければ行うことができない。 

（特別会計） 

第５５条 基金その他の特別会計に関しては，別に規程をもって定めるものとする。 

（予   算) 

第５６条 本会の予算は，毎会計年度開始前に編成して，評議員会に議案として提出しなければならな

い。 

（決   算） 

第５７条 本会の決算および資産の状況は，毎会計年度終了後に作成し，監事の監査を受け，評議員会

に提出し，議決，または，承認を受けなければならない。 

（会計年度） 

第５８条 本会の会計年度は，１月１日に始まりその年の１２月３１日に終わる。 

 

第１０章  会 務 処 理 

（事 務 局） 

第５９条 本会は，会務を処理するため事務局に次の職員を置き，会長がこれを任免する。 

一 事務長  １名 

二 事務員  若干名 

２ 前項の職員は，役員，または，上司の命を受けて事務を処理する。 

（会務処理機構) 

第６０条 本会は，会務処理の円滑を期するため，次の五部を置き，各部に会長指名の担当理事を置く。 

 一 総務・厚生部 
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 二 会計部 

 三 渉外部 

 四 広報部 

 五 事業推進部 

２ 各部の所掌業務については，別に定める。 

 

第１１章  雑   則 

（会則の変更） 

第６１条 本会則の変更は，評議員会の議決を経なければ行うことができない。 

（附属諸規程の制定） 

第６２条 本会則により本会を運営するにあたり，さらに附属諸規程を設けることが必要と認めるとき

は，会長は理事会に命じて，必要な規程を定めることができる。 

２ 前項の規定は，次回の評議員会に報告するものとする。 

 

第１２章  付   則 

（施行期日） 

第６３条 本会則は，平成２８年１月１日から施行する。 

 

 

別表１ 

会則第３５条第１項に規定する地域は，次のとおりとする。 

(1)  北海道 

(2) 東北（青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島） 

(3) 関東（茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，神奈川，山梨） 

(4) 東京 

(5) 信越（長野，新潟） 

(6) 東海（静岡，愛知，岐阜，三重） 

(7) 北陸（富山，石川，福井） 

(8) 近畿（滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山） 

(9) 中国（鳥取，島根，岡山，広島，山口） 

(10) 四国（徳島，香川，愛媛，高知） 

(11) 九州（福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島，沖縄） 
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東京歯科大学同窓会会則施行細東京歯科大学同窓会会則施行細東京歯科大学同窓会会則施行細東京歯科大学同窓会会則施行細則則則則    

平成２８年１１月２０日改正 平成２９年１月１日施行 

（推薦並びに承認基準） 

第１条 東京歯科大学同窓会会則（以下「会則」という）第５条第１項一号後段の正会員の推薦並びに

承認基準は，次のとおりとする。 

一 歯科医師，または，母校教職員並びに本会の職員であること。 

二 本会の目的に賛同し，その事業の推進に協力する者であること。 

三 会員としての義務を確実に果たせると認められた者であること。 

四 支部総会において推薦することを承認された者であること。 

２ 前項により推薦された者の承認基準は，次のとおりとする。 

一 支部長よりの推薦書を理事会において審査し，被推薦者が本会会員としてふさわしい者であると

認められること。 

二 正会員たる資格は，理事会において承認され，入会手続を完了した日をもって発効するものとす

る。 

３ 第１項により推薦するにあたり提出する書類は，支部長必携様式第８，第９とする。 

（高齢会員の報告） 

第２条 会則第５条第２項に規定する高齢会員は，その年の２月末日までに本会より当該会員の所属す

る支部に確認するものとする。 

（本会直属会員） 

第３条 会則第７条ただし書に規定する本会直属会員は，次の各号のひとつに該当するものとする。 

一 外地に居住する者 

二 その他特別に必要と認められた者 

その他特別に必要と認められた者とは 

（一）歯科医業以外の職業に従事しており，本人の申出により本会直属の会員となることを希望する

者 

（二）歯科医師でないもの 

（三）公務員として支部に所属出来ないもの 

（四）その他 

（義   務） 

第４条 会則第８条第１項第二号における本会所定の会費その他の負担金は会則第７条ただし書きに

規定されたもの以外は、原則として支部を通じ納入する。 

（会費等の納入延期または免除） 

第５条 会則第８条第２項の規定により，会費等の納入延期を申請することができる者は，次の各号の

ひとつに該当する者とする。申請にあたっては，原則として診断書，または，被害証明書を添付する

ものとする。 

一 ６ヵ月以上病床にあって業務の休止，または，勤務者にあっては休職を命ぜられた者 

二 災害により家財その他に著しい被害をうけた者 

三 その他，特別に必要と認められた者 

２ 前項により会費等の納入延期を認められた者が，その事由が止んだときは，支部長と協議の上，納
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入を延期した会費等を適宜の方法により納入するものとする。 

３ 第１項に該当する者であって，その回復が著しく困難であると認められる者については，支部長と

協議の上，会費等の納入の免除に移行することができる。 

（準会員） 

第６条 準会員においては，入会金，会費，共済負担金はないものとする。 

２ 会則第１２条第２項（２）の他大学を卒業した本学三病院臨床研修歯科医等の等とは，レジデント

を指す。 

３ 会則第１２条第２項（２）の準会員Ｂが推薦会員として入会（正会員として）する場合は，入会金，

会費，共済負担金を大学支部を通じて納入するものとする。 

（役員の選任方法） 

第７条 会則第１３条第２項に規定する理事は原則当該地域支部連合会会長とするが，地域支部連合会

会長が会則第１３条第２項に規定する理事以外の役員になった場合は，地域支部連合会により推薦す

る者とする。 

（役員の任期） 

第８条 会則第１５条に規定する役員の任期は、会則第１３条第２項に規定する理事においても同様で

ある。したがって、役員任期中に地域支部連合会会長が交代した場合でも，該当する理事の交代は行

わない。 

（評議員の選任基準） 

第９条 会則第２０条第１項一号による評議員は，地域支部連合会，大学支部において支部会員の中か

ら選出するものとする。 

２ 会員数の基準は任期初年前年の評議員会時（その年の８月時点）の会員数を基にすること。また各

地域支部連合会，大学支部での評議員選出時期を任期初年の６月３０日までとする。 

（名誉会員の推薦） 

第１０条 会則第２３条に規定する名誉会員の推薦は，次の各号のひとつに該当する者とする。 

一 母校の名誉教授に推薦された者 

二 推薦時点において満６５歳以上であって，本会若しくは母校に顕著な貢献があり，本会若しくは

母校の声価を高めることに貢献した者 

２ 同窓会会員以外の者（外国人を含む）であって，本会若しくは母校のために著しい貢献があったと

認められる場合には，名誉会員に推薦することができる。 

（顧問，嘱託および参与の委嘱） 

第１１条 会則第２４条第１項に規定する顧問および嘱託は，次の各号のひとつに該当する者の中から

会長が委嘱する。 

一 本会会長若しくは副会長であった者，または，本会支部長の職に１０年以上あってその職責をよ

く果たした者および同窓会の運営について，経験および造詣の深い者 

二 歯科医学の研究，歯科医業の普及に功績顕著の者 

三 その他，会長においてとくに必要と認めた者 

（表彰基準） 

第１２条 会則第２６条の規定する表彰の基準は，次のとおりとする。 

一 褒章条令により褒章をうけた者 

二 叙勲された者 
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三 歯科医学の進歩のため著しい貢献のあった者 

四 その他本会の発展のため貢献した者 

（支部長会） 

第１３条 会則第４３条第１項の支部長会には，本部より役員が出席するものとする。 

（会務処理機構） 

第１４条 会則第６０条第２項に規定する各部の所掌業務は次のとおりとする。 

一 総務・厚生部 

（一）同窓会印，会長印およびその他の公印の管守に関すること。 

（二）各部間の調整に関すること。 

（三）会員管理，名簿の整理，編集および発行の業務に関すること。 

 （四）会員の慶弔に関すること 

（五）評議員会，都道府県代表者会，学年代表者会，理事会，およびその他の各種会議に関すること。 

（六）式典および諸行事に関すること。 

（七）母校，地域支部連合会，支部，クラス会に関すること。 

（八）役員，評議員等および職員の出張に関すること。 

（九）事務局の人事，労務管理に関すること。 

（十）同窓会事務室および会議室の管理に関すること。 

（十一）本会会則，同施行細則，その他本会関係諸規程の制定並びに改廃に関すること。 

（十二）東京歯科大学同窓会共済規程の実施に関すること。 

（十三）会員の厚生・福祉向上に関すること。 

（十四）会員緊急時 代診制度に関すること。 

（十五）その他，他の部の所属に属しない事項。 

（十六）上記目的達成のため若干名の委員を以って委員会を設置することができる。 

（十七）各委員会には必要に応じて協力委員を置くことができる。 

二 会計部 

（一）予算および決算に関すること。 

  （注） 

    (1) 款相互の流用は認めない。 

    (2) 項相互の流用は担当理事の承認を得なければ行うことができない。 

    (3) 本会の出納は，その年度の１２月３１日をもって完結する。 

 

（二）預金，現金および物品の購入，出納，保管に関すること。 

（三）会費，負担金，その他の費用の収納および督促に関すること。 

（四）基金および財産の管理に関すること。 

（五）諸給与および旅費その他の金銭の支払いに関すること。 

三 渉外部 

（一）他の歯科大学同窓会等との連絡，協調に関すること。 

（二）歯科医政に関する重要事項の協議にあたっては，本会会員である都道府県歯科医師会会長，日

本歯科医師会役員および代議員の意見を聴取することができる。 

（三）渉外関係の資料の蒐集，分析に関すること。 
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（四）関係官庁，関係団体等の折衝に関すること。 

（五）上記目的達成のため若干名の委員を以って委員会を設置することができる 

（六）各委員会には必要に応じて協力委員を置くことができる。 

四 広報部 

（一）同窓会報の企画，編集および発行の業務に関すること。 

（二）ホームページの維持管理を行う。 

（三）会員との情報交換を推進する。 

（四）上記目的達成のため若干名の委員を以って委員会を設置することができる。 

（五）各委員会には必要に応じて協力委員を置くことができる。 

五 事業推進部 

（一）歯科保健・医療制度・生涯研修などの調査、情報提供などシンクタンク機能の推進をする。 

（二）講習会，講演会，セミナー，その他会員の学術，技術の向上のため，行事を開催すること。 

 （三）母校・関係団体との連携を図り事業を推進する。 

（四）上記目的達成のため若干名の委員を以って委員会を設置することができる。 

（五）各委員会には必要に応じて協力委員を置くことができる。 

第１５条 この細則の変更は，理事会の議決を経なければ行うことができない。 

 

付   則 

第１６条 この細則は平成２９年１月１日から施行する。 
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東京歯科大学同窓会選挙規則東京歯科大学同窓会選挙規則東京歯科大学同窓会選挙規則東京歯科大学同窓会選挙規則        

     平成２７年１１月２８日改正 平成２８年１月１日施行 

第１条  この規則は、会則第１４条の規定に基づき会長および監事に関する選挙について定める。 

第２条  会長および監事の選挙は、その任期満了年の評議員会開催日にこれを行うことを原則とする。 

第３条  被選挙権は、支部入会後２年を経過した会員が有する。ただし、会則第１０条第１項おび第

１１条の規定に該当する者ならびにその他の規定により被選挙権に制限を付された者はこ

の限りではない。 

２ 選挙権は、評議員が有する。東京歯科大学同窓会（以下、｢本会｣という）は評議員名簿を選

挙前日までに作成する。      

第４条  選挙執行に関する事務は、選挙管理委員会が管理する。 

２ 選挙管理委員および予備選挙管理委員は、各５名とし、役員および選挙権者である評議員以

外の被選挙権を有する会員の中から評議員会の議決による指名に基づき次期会長が委嘱す

る。ただし、委員の数・選出の方法は評議員会の議決により、別段の方法によることができ

る。尚、委員長に事故等あるときは、予め定められた順次により委員長の代理または代行を

する。委員が欠けたとき、また事故のあるときは、予め定められた順次により予備選挙管理

委員がその職務を行う。 

３ 委員の任期は、会則第２４条第２項に準ずる。 

第５条   本会は、選挙期日、選挙場所、届出受付場所等を、選挙日の３０日前までに公示し、会員な

らびに各地域支部連合会および各支部に知らせなければならない。 

第６条   立候補者は、本人の略歴および趣意書を添え、推薦候補者にあっては、同時に会員の推薦者

２名以上の署名捺印ある推薦書と本人の承諾書を添えて、土日祝日および本会の休日を除く

選挙日の１０日前正午までに本人または代理人が本会に届出る。 

第７条  議場において、選挙管理委員会は、評議員会議長( 以下「議長」という）の指揮下に入り、

議長の指示に従わなくてはならない。 

第８条  候補者が定数を超えないときは、評議員会の議決により、投票によらずにその候補者を当選

者とすることができる。 

第９条   候補者が定数を超えたときは、投票選挙を原則とするが、評議員会の議決により別段の方法

によることができる。会長の選挙は単記無記名とし、監事の選挙は連記無記名とする。選挙

権行使においては、不在投票および書面表決等を認めない。 

第１０条 会長候補者の演説および推薦者の推薦演説は議長の指示に従うものとし、監事について は、

これを行わない。候補者または推薦者が評議員でない場合、候補者本人ならびに推薦者１名

まで評議員会に出席することができる。ただし、その者は立候補または推薦の演説および演

説内容に関する質疑等に対する答弁のみ認められる。 

第１１条 会長選挙の場合は、有効投票中最高得票者を当選者とする。監事の選挙の場合は、高得票者

より順次得票順に当選者とする。得票同数のときは抽選等による。会長および監事の選挙の

繰り上げ当選は認めない。 

第１２条 議長は、この規定のほか、必要な事項を評議員会の議を経て定めることができる。          

  

附則   この選挙規則は平成２８年１月１日から施行する。  
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東京歯科大学同窓会共済規程東京歯科大学同窓会共済規程東京歯科大学同窓会共済規程東京歯科大学同窓会共済規程    

平成２８年１１月２０日改正 同２９年１月１日施行 

第１条 この規程は，会員の福祉の増進を図るため，会則第３条，第４条および第５５条の規定に基づ

き制定する。 

第２条 前条の目的を達成するために本会に共済基金を設ける。 

２ 共済基金は，特別会計とし，その会計年度は，本会の会計年度と同じとする。 

第３条 共済基金は，会員の共済負担金，寄附金およびその他の収入をもってこれに当てる。 

２ 負担金の額は，評議員会の議決により定める。 

３ 本会の正会員であって，毎年１２月３１日現在において８０歳に達し，かつ会員としての義務を果

たしている者については，所属支部長よりの報告に基づき，理事会の議を経て，共済負担金免除会

員として次年度より共済負担金を免除する。 

第４条 共済基金は，会員の死亡，災害，罹災等の場合の共済金の基金として運用するほか，生命保険

相互会社の生命保険料として充当することができる。 

第５条 共済金の請求は，その支払い事由が発生した場合，原則として，共済金受領者より支部長を通

じて，次の事柄を届け出ることによって行う。 

 一 会員死亡の場合は，死亡した事実を証明する書類 

 二 会員罹災の場合は，対象物件の状況（診療所または住宅等のうち１ヵ所に限る。） 

２ 前項の届け出の様式は別に定める。 

第６条 共済金の金額は次のとおりとする。 

 一 死亡の場合     弔慰共済金 １０万円 

 二 火災罹災の場合   罹災共済金 

  イ 全焼の場合          １０万円 

  ロ 全焼以外の場合 理事会の決定金額 

 三 風水害地震等罹災の場合 二号の規定準用 

 四 ８０歳の長寿お祝い金       ５万円 

   ただし，８０歳の長寿お祝い金受領者の 

弔慰共済金は５万円とする     

 五 １００歳の長寿お祝い金      ５万円 

２ 共済金の支払いは，事故発生後できるだけ速やかに行うよう努めるものとする。 

３ 本会の正会員であって，支部長の推薦により理事会で承認された会員においては，第１項四号，五

号について入会後３５年以上経たものを該当者とする。 

第７条 特別の事情により，前条の規定の適用が困難となった場合は，会長は常任理事会にはかり，別

途方法をとることができる。ただし，次回の理事会および評議員会において承認を得なければならな

い。 

第８条 共済金受領の効力は，本会において入会手続を完了した日から発生する。 

第９条 会員が事故発生時において１年以上共済負担金を滞納している時は，共済金の支払いを行わな

いことがある。 

第１０条 会長は，毎年，共済基金特別会計の運営並びに予算の状況を評議員会に提出しなければなら

ない。 
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第１１条 この規程の変更は，評議員会の議決を経なければ行うことができない。 

 

付付付付            則則則則    

第１２条 この規程は，平成２９年１月１日から施行する。  
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高山・血脇記念同窓会基金規程高山・血脇記念同窓会基金規程高山・血脇記念同窓会基金規程高山・血脇記念同窓会基金規程    

平成２５年１１月１７日制定 平成２６年１月１日施行             

（趣 旨） 

第１条  この規程は，東京歯科大学同窓会（以下，「本会」という。）会則第５５条の規定に基づき，

これを定める。 

（目 的） 

第２条  この基金は、次の目的に使用することができる。 

（１） 高山先生，血脇先生に因んだ事業。 

（２） 予想しえない財政危機に陥った際。 

（３） 非常時への対策（大規模災害等）。 

（４） 同窓会周年事業のため。 

（５） 新規重点事業のため。 

（６） その他評議員会で承認を得たもの。 

（一部暫定運用） 

第３条  この基金は，本会会則第５４条第６項により，原則評議員会の承認を得なければならないが，

理事会の決議を経て，収支予算執行資金に一部運用することができる。ただし，運用した額は

年度内に戻入しなければならない。 

（改 廃） 

第４条  本規程を変更し，または廃止しようとするときは，評議員会の決議を要する。 

（施行期日） 

第５条  本規程は，平成２６年１月１日より施行する。 
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東京歯科大学同窓会東京歯科大学同窓会東京歯科大学同窓会東京歯科大学同窓会    旅費規程旅費規程旅費規程旅費規程    

                                       平成 28年 5月 21 日改正  平成 28年 5月 21 日施行 

（目的） 

第1条 この規程は、東京歯科大学同窓会関係者が、業務のために出張する際に支給する出張旅

費に関する事項を定めるものである。 

 

（旅費の支給） 

第2条 業務のため出張した場合は、この規程の定めるところにより、旅費を支給する。 

 

（旅費の種類） 

第3条 旅費の種類は、次のとおりとする。 

 国内出張旅費 

（１） 普通旅費 

海外出張旅費 

（１） 普通旅費 

 

第4条 業務のため国内出張した場合の旅費は次の基準により支給する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 職員においては、特に認められた場合のみ支給する 

※ 航空機等の旅客運賃は規定の額とする 

    

２ 片道１００ｋｍ未満の旅費は、一律旅費日当 5,000 円とする。 

３ 片道１００ｋｍ以上は、主に要する交通費に旅費日当 5,000 円を加算した額とする。 

※ 主に要する交通費とは、航空機の場合、空港から空港 

   例 千歳空港～羽田空港 

鉄道の場合、主な駅から駅をいう 

      例 名古屋駅～東京駅 

    空港または主たる駅までの費用は含まない 

４ 特別急行料金は、業務上やむを得ない場合を除き、片道１００ｋｍ以上の場合に支給する。 

５ 座席指定料金は、片道１００ｋｍ以上の場合に支給する。 

６ 宿泊費は、原則片道１５０ｋｍ以上で、必要があり宿泊する場合に申し出により支給する。 

７ 航空機の使用は、原則片道６００ｋｍ以上の場合とする。 

交通費 旅費日当 宿泊費 

(１泊につき) 航空機 鉄道 船舶 その他 

 

旅客運賃 

 

旅客運賃 

特別急行料金 

座席指定料金 

 

 

旅客運賃 

 

 

旅客運賃 

 

5,000 円 

 

12,000 円 
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（海外出張旅費） 

第5条 業務のため、国外に出張した場合の旅費の支給については、別に定める。 

 

（旅費の計算） 

第6条 旅費は最も経済的な通常の経路及び方法により、出張した場合の費用により計算するも

のとする。ただし、業務上の必要又は天災その他止むを得ない事由により、これによる

ことができない場合、特に承認があった場合には、実際の経路、方法により計算するこ

とができる。 

 

（旅費の清算） 

第7条 出張をした場合は、帰着後速やかに出張旅費計算表（別表）により清算しなければなら

ない。 

 

第8条 この規程の変更は、理事会の承認を得るものとする。 
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学術講演会講師交通費の支出要請について（覚書） 

 

 同窓会は地域の学術事業を支援するために、「学術講演会講師交通費の支出要請」に対して、交通費

の支出を行ってまいりました。 

しかし現在は、詳細な規定はなく、支出要請があった場合、「旅費規程」に添って支出しております。 

経費等の節約および母校支援の観点から、覚書を作成し対応させていただければと考えます。 

 

 

「学術講演会講師交通費の支出要請」については、下記を原則とする。「学術講演会講師交通費の支出要請」については、下記を原則とする。「学術講演会講師交通費の支出要請」については、下記を原則とする。「学術講演会講師交通費の支出要請」については、下記を原則とする。    

 

１． 交通費を支出する対象講師は、下記の者とする。 

① 母校（東京歯科大学）教授・准教授・講師・助教・大学院生とする。 

（非常勤等を含む） 

② 母校出身の他大学教員 

③ 支部に所属する会員 

 

２．支出は、支部および地域支部連合会単位で年１回までとする。 

 

３．交通費は、要請のあった支部または地域支部連合会に支出する。 

ただし、役員出張等とともに要請があり、一緒に交通機関の予約等を事務局が行う場合を除く。 

 

４．交通費は、主な空港から空港または主な駅から駅とし、実費を支出する。 

  ただし、支出要請は５千円以上６万円以内とする。 

 

５．上記に係らず、理事会にて協議し、支出することができる。 

 

６．この覚書は、平成２８年度より施行する。 

 

７．この覚書の改廃は理事会にて協議・決定する。 

 

※「講師料」の支出はしない。 

 


